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1．はじめに
　19世紀最後の25年間（1875年頃から1900年頃まで）は、原価計算史上きわめて重要な時期であっ
た1）。一般的には、原価計算は19世紀後半に今日のような体系の基礎を整えるに至ったと言われてい
る。また文献史的にも、1875年以前には商業経営を対象とした会計文献が主流であったが、19世紀後
半には工業経営のみを記述した会計文献も散見されるようになった（年表1を参照のこと）。
　こうした19世紀後半における原価計算の飛躍的な発展の一因として、産業革命後の工場システムの
台頭を挙げることができる。工場システム以前の生産は、一人の職人が製品完成までの全工程を自宅
において手工的におこなう形態であったり、もしくは小さな作業場に人を集め分業を通じて手工的に
実施する形態であった。この段階における会計の特徴について、ガーナー（P．Garner）は次のよう
に述べている4）。
　　「産業革命以前には、複式簿記についてよく訓練された人は、維持する必要のある記録のほとん
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年表1　会計文献年表（1840，s～1900）2）
できごと 会計文献
1840’s産業革命終わる
1851　ロンドン博覧会
1958　東印度会社解散
1864　会計年度設定
1873　マンチェスター・イソグランド会計士協会
　　設立
1874　The　Accountant創刊
1875　友愛協会条例3）
1884　株式会社登記法
1889　Accountancy創刊
1897　Accounting　Magazine創刊
1858　F．C．　Krep，　Statical　Bookkeeping
1862　J。Sawyer，　Boolekeeping　プ「o「　the　Tanning
　　Trade
1873　F．R．　Gooddard，」Balance　S加θ’s　oゾルfσπ蜘c・
　　伽7伽gFゴ7勉∫
1874　F．H，　Carter，　Practicalβoo々ゐθθρゴπ8・，2ed．
1878　T．Battersby，　The　Perfect　Double　Boo々keePer
　　απ4…
1884　E．Matheson，　The　1）epreciat加げ．Fαo’oアゴθε
1885　S．Saker，　Bu”とiers’」BookkeePin9
1887E．　Garcke＆J．　M．　Fells，　Factory、40co吻’3
1889　G．P．　Norton，　Textile　Manufactureア3’Booた一
　　keeping
1896　J．S．　Lewis，　The　Commerct’al　Oア8・anisation（ゾ
　　Factories
　ど全部を取扱うことができた。すなわち、高度に複雑な記録維持の必要性は比較的少なかったため
　である。もっぽら商業取引が支配的であった。」
　ガーナーが指摘しているように、産業革命以前では比較的単純な会計組織でもって損益および製品
原価を確定することが可能であった。また、場合によっては製品原価の算定をおこなわないことさえ
もあったらしい。やがて、産業革命の勃興によって、工場システムが一般に普及した。この工場シス
テム下では、何十人もの人々を一ケ所に集め、大規模な機械を用いて分業を中心とする製造活動が営
なまれる。したがって、以前には直面することのなかった数多くの会計問題が惹起した。機械の減価
償却法、間接費配賦法、賃金計算法などは工場システムにおいて見られる特有な会計問題の好例であ
る。
　私はかつてトマス・パタスバイ（Thomas　Battersby）の会計思考を詳論したが、彼も当時（19世
紀後半）工場システム下で発生していたさまざまな会計問題を解決しようと試みた著作者の一人であ
’6　S）。彼はとくに間接費処理の問題に目を向け、賃金、材料費を基準として間接費を配賦する方法の
ほかに、機械の馬力や運転時間などを基準とする間接費配賦法に言及していた。彼の業績は、直接に
製品に跡づけられない諸費用を原価計算のなかに織込もうとした試みのなかに見ることができる。こ
のように、彼の主張のなかには、工場システムにおける原価計算の新しい側面がある。他方、原価計
算と期間損益計算の間に直接的な関連性が存在せず、各々別々の役割を果していた。さらに、損益の
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計算には製造勘定・製品勘定・損益勘定のすべてを兼ねた混合勘定が用いられており、この勘定は商
業簿記の商品勘定を単に工業に借用しただけのものである。この意味で、バタスバイの会計システム
は旧態依然たる商人簿記の痕跡を留めているとも言える。
　バタスパイの著作が当時の会計思考に与えた影響は大きく、その後に続く多くの著作者たちを刺激
した。リトルトン（A．C．　Littleton）は次のように述べ、パタスバイ以後（1880年代から1890年代）
に著わされた3つの著作を列挙している6）。
　　「文献のうえから判断すると、工企業の会計が、たとえ二十世紀時代にみられるほど完壁の域に
　はなお達しなかったとしても、とにかく相当に体系をととのえるにいたったのは十九世紀の最後の
　四半世紀、ことに最後の十五年であった。このみじかい期間に現われた次ぎの三つの著作は充分研
　究するだけの価値がある。
　　E．Garcke＆J．　M．　Feils，　Factory　Accounts，　London，1887．
　　G．P．　Norton，　Textile　Manufacturers’Bookkeeping，　London，1889．
　　J．S．　Lewis，　The　Commercial　Organisation　of　Factories，　London，1896．」
　上掲の文献は、いずれも工場システム下に発生した会計問題を鋭意考察したものである。本稿で
は、この3つの文献のうち、とくにガーク、フェルズの「工場会計」を取上げ、この著作に内在して
いる会計思考を瞥見していきたい。なぜならぽ、この著作は19世紀における最も有名かつ影響力を有
した原価計算文献であるとされているからである。
II．本稿の考察方法
　「工場会計」はガーク、フェルズの共著であるが、彼らの経歴を紹介することが少なからずこの著
作の性質を理解するに役立つと思われる。ソロモンズ（D．Solomons）は次のように彼らの経歴を紹
介している7）。
　　「エミール・ガーク（1856－1930）は電気技師であり、1889年に電気技師協会（Institution　of
　Electrical　Engineers）の会員となった。1883年から1893年まで、彼はブッシュ・エレクトリカル
　・エンジニァリングCo，（Brush　Electrical　Engineering　Co．）一以下ブッシュ社と略称する一
　と契約し、社長兼管理担当重役として迎えられた。さらに、1895年にはブリティシュ・エレクトリ
　ック・トラクションCo．（British　Electric　Tract量on　Co．）を設立し、1925年まで社長を勤めた。
　そのかたわら、約25年間に渡りノース・メトロポリタン・エレクトリック・サプライCo．（North
　Metropolitan　Electric　Supply　Co．）の社長にも就任していた。彼は電気牽引（electric　traction）
　の先駆者であり、当時この業界で彼と契約していた会社は80数社にも及んだと言われている。
　　他方、ジョン・メンガー・フェルズ（1858－1925）は本来会計士であったが、1884年から1889年
　までブッシュ社の会計士兼秘書補として働いた。その後、ソルト・ユニオンLtd．（Salt　Union，
　Ltd．）に参画し、一般管理者としての任を果した。さらに、1899年にはロンドンの会計士として実
　務にあたり、鉄道料金に関する研究の第一人者となった。そして、鉄道・運河委員会（Railway
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　and　Canal　Commission）に持込まれた事件に関して、しぽしぼコンサルティング活動をおこなっ
　た。第一次大戦中には、陸軍省などで書記官として活躍し、陸軍省の原価計算委員会の一員でもあ
　った。」
　こうした経歴から、ガークとフェルズが出会ったのは、両老がブッシュ社に在社していたときであ
ると思われる。彼らはエンジニア、会計士と異なった職種であるがゆえに、彼らの共著である「工場
会計」には互いの問題意識がそれぞれ盛込まれている。例えぽ、証ひょうや各種帳簿による従業員、
在庫（材料・製品）管理システムなどはエンジニアであるガークの思考が生かされているのであろう
し、正しい損益計算・製品原価計算（とくに、この両者の有機的結合）への強調は会計士であるフェ
ルズの問題意識なのであろう。
　また、彼らがパベッヂ（C．Babbage）の「機械および工業経済論」（On　the　Economy　of　Ma－
chinery　and　Manufactures）を引用し8）、「製造された個々の製品の原価を知ることが重要であるぼ
かりでなく、すべての部品および製造工程別の原価も知ることが必要である9）」と主張している点に
も大いに注目すべきであろう。また、その他多くの著作者の引用をおこなっていることから、彼らの
広い見識には目を見張るものがある。
　ガーク、フェルズはエドワーズ（R．S．　Edwards）も紹介しているが10）、「工場会計」の序文におい
て次のように述べている11）。
　　「本書は工場会計（Factory　Accounts）を規定する諸原則およびこれらの諸原則が実施され、
　そして製造を経済的に遂行するという必須の目的に役立つ諸方策を体系的にイギリスの読者のため
　に初めて明示した著作であると信ずる。」
　彼らは上述のように自負しているが、これもまんざら根拠がないわけではない。彼らの著作は多く
の研究者によって、その重要性が示唆されている。彼らの著作は近代工業会計の出発点とされたり、
「工場会計」の出版年である1887年は、近代原価計算生成のメルクマールとして用いられたりする。
この根拠としては、「工場会計」がすべての原価勘定を複式で記入し、しかもこれと財務会計記録
とを完全に統合することを主張しているという事実をあげることができる。「工場会計」以前の会
計文献では、期間損益計算と原価計算との間に直接的な連絡がなく、経営内に二種類の会計組織が存
在することを容認していた。他方、ガーク、フェルズは期間損益計算と原価計算とを帳簿上統合し、
この両者を一つの会計システムに織上げた。この点が「工場会計」が高く評価される理由なのであ
る。
　本稿では、こうした彼らの業績をさらに細かく検討していくために、「工場会計」で主張されてい
るいくつかの重要な点一とくに原価集計手続を中心に一を論じていく。また、「工場会計」は増
補、改訂を繰り返えし、7版を数えるに至った。版ごとに、彼らの主張が異なるのではあるが、本稿
では1887年出版の「工場会計」第1版を対象とする。くわえて、明確な議論をおこなうために、「工
場会計」以前の代表的な文献であるバタスバイ「完全な複式簿記係と完全な素価および利益表示法」
（The　Perfect　Double　Entry　Book．keeper，　and　the　Perfect　Prime　Cost　and　Profit　Demon・
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strator，1878）ユ2）との比較を試みたい。その比較は、次の三点に及ぶ。
　1）原価帳簿と商業帳簿がどのようなつながりを持っていたか。
　2）間接費をどのように処理していたか。
　3）　著者がいかなる原価概念を持っていたか。
　この三点の比較によって、両方の著作の特徴が明確にされるであろうし、ガーク、フェルズの「工
場会計」の会計思考が浮き彫りにされることであろう。
III．ガーク、フェルズの会計思考
　1．ガーク、7エルズの原価概念
　ガーク、フェルズが提唱した会計システムを理解するためには、まず彼らの原価概念を明らかにし
なけれぽならない。
　彼らの原価概念を図示すると図1のようになると思われるが、少々概念的に混乱している側面も見
受けられる。13）
　ガーク、フェルズの原価概念はバタスパイと比べると今日のそれに近い14）。彼らは、直接材料費、
直接賃金、その他作業に直接に要した諸経費（disbursements）一今日で言う直接経費一の合計を
素価（Prime　Cost）　と定義し、これを直接費要素であるとしている。他方、間接費要素について
は、二つのグループ分けをしている。すなわち、製造において発生した間接費（例えぽ、工場間接費
Indirect　Factcry　Expenses，工場共通費Factory　General　Charges，減価償却費Depreciation）
と製造以外の目的で発生した間接費（例えぽ、事務所費Establishment　Expenses，資本利子Interest
on　Capital）である。工場間接費は、工場賃借料、光熱費、清掃費などであり、工場共通i費は職長、
門番、時間係、監督者などの給料である。また、事務所費は事務員の給料、事務所賃借料、文具費な
どである。したがって、前者は今日で言う製造間接費であり、後者は一般管理費に相当するのではな
いかと思われる。
　ここで、特筆すべきことは彼らが事務所費や資本利子の原価性を認めていないことである。その
大きな理由として、これらの費用は「材料費や賃金などと異なり、企業の営業量とは何ら関係がな
い15）」という点を挙げている。したがって、事務所費および資本利子は利益から控除すべき費目であ
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ると主張しているのである。
　以上のような原価概念を基底として、ガーク、フェルズは自らが推奨する工場会計を展開していく
わけである。次節からは、個々の原価要素がそれぞれ把握され、さらにはこれらが原価として集計さ
れる過程を考察していく。なお、彼らは指図書別に原価を集計していく個別原価計算を念頭において
論述を進めていることに注意しなけれぽならない。
　2．賃金計算システム
　工場システムにおいて発生する解決すべき第一の会計問題は、賃金計算である。工場システムで
は、何十人もの人々を雇用しているために、彼らに支払う賃金を計算しなけれぽならない。さらに、
ある受注作業にどれだけの労務費を要したかを計算する必要がある。当時多くの場合、従業員に一律
の賃金が支払われていたのではなく、個人別に出来高給で支払われた。くわえて、賃率は従業員の熟
練度などによって異なっていたために、個人の賃金計算は手数がかかるうえに困難な作業でもあっ
た。したがって、もし従業員を時間給で雇用している場合には正確な就業時間記録が、また出来高払
賃金で雇用している場合には正確な製品完成数量記録が、それぞれ必要となる。こうした記録に基づ
いて、個人の労働に対する正当な対価である賃金および給料が支払われなくてはならないのである。
このために、ガーク、フェルズは以下に示すような賃金計算システムを提案しており、このシステム
は支払賃金の計算と労務費の計算それぞれに役立つように工夫されている。
　賃金関係の記録を円滑に進めるために、ガーク、フェルズは20種類以上の帳簿および証ひょうを例
示している。次に示す帳簿および証ひょうは、そのなかでも中心的な働きをなすものである16）。
　1）　出勤簿（Time　Book）
　2）作業時間記録票（Time　Record　Sheet）
　3）　定時間外作業時間帳（Overtime　Book）
　4）場外作業時間票（Out－Works　Time　Record　Sheet）
　5）出来高払賃金報告書（Pice－Work　Return）
　6）従業員台帳（Wages　Advice）
　7）　賃金分類帳（Time　Allocation　Book）
　8）賃金元帳（Wages　Book）
　9）賃金集計帳（Summary　of　Wages）
　10）週別支払賃金報告書（Abstract　of　Wages　for　the　Week　Ending）
　出勤簿は従業員が就業しているか否かを記す帳簿であり、従業員出勤票（employe’s　ticket）に基
づいて記録される。これは時間係（time　keeper）によって記入され、用いられる。
　作業時間記録票は従業員自身が作業時間や出来高数を記録する証ひょうである。また、これには作
業内容、指図書No．なども併記される。
　定時間外作業時間帳は一定の就業時間を越えて作業した時間を記録する帳簿である。また、定時間
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外作業には手当（allowance）が支給されるので、それを記録する欄が設けられている。
　場外作業時間票は、例外的に従業員が工場外で作業する場合がある。その際の作業時間を報告する
証ひょうである。
　出来高払賃金報告書は、出来高作業に従事した労働者がいかなる種類の出来高作業をおこなった
か、いくつ製品を完成させたかを自己申告する証ひょうである。
　従業員台帳は従業員の個人的事項（賃率、能力、作業態度など）が記載されている。この帳簿と賃
金分類帳（後述）を参照することによって、支払賃金（賃率×作業時間）を計算することが可能とな
る。また、従業員の労務管理にも大きな役割を果したと思われる。
　賃金分類帳は、個人別の総作業時間（定時間＋定時間外）を集計する帳簿である。この帳簿は作業
時間記録票、定時間外作業時間帳などがその記録の源泉となる。さらに、この帳簿では指図書No．な
ども併記されるので、ある指図書に要した作業時間が一覧できるようになっている。
　賃金元帳は各々の従業員別の賃金支払額を計算・記録する帳簿である。前述のように、賃金分類帳
に記載されている作業時間をもとに従業員台帳の賃率を参照して賃金支払額を計算するのである。も
し、出来高作業がおこなわれたならぽ出来高賃金額も記入される。この帳簿の形式は図llの通りであ
る17）。
　賃金集計帳は賃金元帳をさらに要約したものであり、一定期間に支払った賃金合計額を明示する。
　週別支払賃金報告書は一週間の賃金額を作業別すなわち指図書別に示す報告書である。これは個人
別の賃金支払記録ではなく、指図書別に原価の一要素である労務費を計算するための記録である。し
たがって、この報告書に記載された賃金額（指図書別）は同様に指図書別に設けられた素価帳（Prime
Cost　Book）の借方に振替えられ、素価の計算に役立てられる（詳しくは第4節を参照のこと）。
上述の帳簿および証ひょうのほかに、ガーク、フェルズは出来高賃金分析帳（Pice－Work　Analysis
Book）や定時間外作業時間比較帳（Overtime　Comparision　Book）などを提示しており、これらは
従業員が自己申告した作業時間に水増しおよび虚偽がないかどうかを検証するために用いられた。こ
うした方法を採用すれば、作業時間や出来高などを個人別に参照することが可能となり、不正や誤り
による賃金支払の過不足を最小限に留めることができる。
　図皿　賃　金　元　帳
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図皿　賃金計算システム
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　こうした賃金を集計する帳簿間の連関は図皿の通りである18）。まず、個人別に作業時間（定時間お
よび定時間外）や出来高払賃金が、それぞれ作業時間記録票・定時間外作業時間帳、出来高払賃金票
などに記録され、これらの記録は賃金分類帳において集計される。この際、指図書No．が付されるの
で、個人別および指図書別に賃金額を一覧できる。個人別の記録は賃金元帳に転記され、そこで従業
員台帳などに基づいて支払賃金額が計算される。さらに、この金額は商業元帳の賃金勘定へ振替えら
れる。一方、指図書別の記録は週別支払賃金報告書に転記され、ここから指図書別の素価を計算する
ために素価帳へ転記される。このように、ガーク、フェルズが提案した各帳簿類は支払賃金額の確定
と原価の一要素である労務費の集計に大きな役割を果すのである。
　3．材料費計算システム
　賃金計算の次に問題となるのは、材料費の計算である。ガーク、フェルズは材料費計算法を説明す
る前に次のように述べている19）。
　　「材料の購入と消費が経済的に実施されるために必要な諸事項を提示したり、製造用材料が最も
安価な市場から調達され、しかもそれが経済的に消費されることを経営者に保証するために諸帳簿
　を提案したりすることが必要である。」
　彼らが提示した材料関係のおもな帳簿および証ひょうは次の通りである20）。
　1）材料購入請求帳（Stores　Requisition　Book）
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　2）材料購入帳（Stores　Received　Book）
　3）材料請求書（Stores　Warrant）
　4）材料出庫帳（Stores　Issued　Book）
　5）材料返品帳（Stores　Rejected　Book）
　6）返納材料帳（Shop　Returns　Book）
　7）材料元帳（Stores　Ledger）
　材料購入請求帳には、材料購入請求書（Stores　Requisition）の内容が記載される。すなわち、こ
の帳簿は、どんな材料を誰が、何の目的で、どのくらい使用するかを明示する。
　材料購入帳は、材料購入請求書に基づいて購入した材料の明細が記入される帳簿である。また、こ
の帳簿では購入材料は送り状番号別に整理されている。
　材料請求書は材料の払出しの際に用いられる証ひょうである。材料出庫帳には材料請求書の内容が
記入される。したがって、この帳簿は倉庫から払出された材料の数量および金額を示す。
　材料返品帳は不用ないし過剰となった材料を購入業者へ返品した際にその数量および金額を記入す
る帳簿である。
　返納材料帳には製造工程で不用になった材料が倉庫へ返納されたときにその数量および金額を記入
する。この返納に際しては・返納材料票（Stores　Debit　Note）が発行され、それに基づいてこの帳
簿の記録がおこなわれる。材料元帳は材料の受払いを記す帳簿である。この帳簿は勘定形式を採って
おり、材料の受入れは借方に、払出しは貸方にそれぞれ記入がおこなわれる。したがって、貸借の残
高は手持ちの材料高を示すことになる。この帳簿は材料費計算において中心的な役割を果す（この帳
簿の形式については図IVを参照のこと）21）。
　以上のような帳簿類によって、材料が管理され、そして材料費の計算が実施されるのである。で
は、具体的に材料費の集計過程を見ていこう。
　まず、材料を購入する場合には材料購入請求書が作成され、その内容が材料購入請求帳へ記入さ
れる。次に、請求に基づいて業者から材料が購入されると、．業者発行の送り状をもとに購入材料の数
量および金額が材料購入帳へ記入される。この数量および金額は、材料元帳の借方に記入され、同時
　　　図】V　材　料　元　帳
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にこの金額は商業元帳の賃金勘定の借方に記入される。一方、材料の払出しは材料請求書によってお
こなわれ、この数量と金額は逐次材料出庫帳に記載される。この場合、材料請求書は指図書別に分類
され、素価元帳への記入資料となる。また、材料出庫帳に記載されている材料の数量と金額は材料元
帳の貸方に記入される。したがって、材料元帳の貸借残高は借方に返納（倉庫）材料高を、貸方に返
品（業者）材料高をそれぞれ記入すれぽ、在庫材料高を示すことになる。材料関係の帳簿間の連関は
図Vの通りである22）。　　　　　　　　　　　，
　こうして材料費が集計されていくわけであるがこのシステムについてガーナーは次のように評価し
ている23）。
　　「ガーク、フェルズは、材料費会計について完全な知識を持っていたし、彼らの制度にはそれ以
　来ほとんど何の改善も加えられていない。」
　すなわち、ガーク、フェルズが説明している材料費計算システムは、今日のそれと比べても遜色な
　いものであると言っても過言ではない。
　4．素価および間接費計算システム
　前節2．、3．では賃金、材料費をそれぞれ集計するシステムを説明してきたが、本節では製造に要
した原価を入手するために、賃金、材料費およびその他cC5諸経費（disbursements）、さらには間接
費を集計するシステムについて言及する。
　まず、素価を計算する方法から見ていきたい。素価を計算するためには、素価元帳（Prime　Cost
Ledger）を用いる。この帳簿は素価に関するすべての記入がおこなわれる。これは勘定形式になっ
ており、借方には賃金、材料費、その他の諸経費を、貸方には返納材料の数量と金額、倉庫に納入し
た製品の数量と金額がそれぞれ記入される。ゆえに、素価元帳の貸借残高は未完成品（仕掛品）原価
を示すことになる。帳簿の形式は図Mの通りである24）。
　素価元帳には、賃金は賃金分類帳に基づいて指図書別に記録される。したがって、素価元帳の賃金
合計額は賃金元帳の賃金合計額、商業元帳の賃金勘定の残高と一致する。他方、材料費は材料請求書
に基づいて指図書別に記録がおこなわれる。素価元帳の材料費合計額は素価元帳の貸方に記入される
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返納材料合計額を差し引くと、商業元帳の材料勘定の残高と一致する。さらに、個々の指図書に直接
に跡づけられる諸経費が、素価元帳の借方に小口現金帳などから記入がおこなわれる。この金額は商
業元帳の製造勘定に記入されている額と同額である。したがって、素価元帳の借方は製造に要したす
べての直接費総額を示すことになる。これで、製造関係の直接費要素の集計が完了する。ガーク、フ
ェルズが提示している素価集計システムは図MIの通りである25）。
　この他に、製造作業を遂行していくために工場全体に発生し、それゆえ直接に指図書へ跡づけられ
ない費用種類がある。これが工場間接費、工場共通費、減価償却費である。こうした間接費につい
て、ガーク、フェルズは次のように述べている26）。
　　「製品の製造に直接的に要した賃金、材料費などの合計額とその製品の販売価格との差額は、売
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　上総利益である。これは損益勘定の貸方に集計される。以前まで製造間接費は事務所費などととも
　に、この勘定の借方に記入されるべき項目であると述べられてきた。この方法は、確かに簡単であ
　るという利点を持つ。だが、より効果的な製造間接費処理法は、直接費との比率でもってそれを各
　指図書に配賦することであろう。」
　ゆえに、彼らは製造間接費を事務所費などのように利益から控除すべき費目と考えておらず、その
原価性を主張している。彼らはとくに工場間接費の配賦を次のように例示しているが、工場共通費、
減価償却費については同様の処理をすれぽよいと述べて例示を省いている27）。
　　「もし一年間に支払われた賃金額の合計が£　10，000であり、同様に消費された材料費の合計が
　£6，000であるとし、さらに工場間接費が£800であるとする。工場間接費が支払賃金を基準として
　配賦されるならぽ、個々の指図書へは工場間接費分としてその指図書に集計された賃金の8％が加
　算される。また、工場間接費が賃金および材料費の合計額を基準として配賦されるならぽ、個々の
　指図書へは賃金および材料費の合計額の5％が加算される。」
　このように、彼らは賃金基準、素価基準の配賦法を説明している。だが、材料費を配賦基準のなか
に含めてしまうと、材料の価格変動がゆえに不正確であると指摘し、賃金を基準とした配賦法の利点
を主張している。さらに、賃金基準の配賦法を採用する場合の付帯事項として、労働者の質が均一で
あることを条件としている。例えぽ、熟練労働者と未熟練労働者が同時に作業をおこなう場合、前者
と後者とでは、同じ賃金で後者の方がより長い時間作業に従事することとなる。したがって、未熟練
労働者のほうがより多くの間接費を発生せしめる結果となる。彼らによれば、このような場合には、
支払賃金よりむしろ、労働時間を基準として配賦をおこなうほうが好ましいのである28）。
　こうした彼らの主張から、工場共通費は賃金基準、工場間接費・減価償却費は作業時間基準で配賦
されるべきことを示唆しているように思える。
　これらの間接費を集計するための方法について、ガーク、フェルズは詳述していない。だが、工場
共通費、工場間接費は各種帳簿、証ひょうによって、減価償却費は設備台帳（Plant　Ledger）にょっ
てそれぞれ把握し、これらは素価元帳に一つもしくはそれ以上の記入欄を設けて集計されるべきであ
るとしている。この場合、彼らは素価元帳というより原価元帳という名称を用いるほうがよいと述べ
ている29）。したがって、この原価元帳には賃金、材料費、その他の諸経費および間接費を借方に集計
することになる。
　以上、本章皿では賃金、材料費、その他の諸経費（素価）を集計し、間接費を加算し、原価を計算
していく過程を考察してきた。原価集計過程における諸帳簿間および商業元帳との連関は図皿に示す
通りである30）。
IV．　おわりに
前章では、ガーク、フェルズが「工場会計」において説明していた原価集計手続を瞥見してきた。
まさに、彼らが主張していた内容は、今日の原価計算の文献においても論述されているものである。
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このことは、19世紀後半には現在の工場システムの原型が完成していたことを物語るのではなかろう
か。
　ガーナーは産業革命後に工場システムの経営者が直面した問題を次の5つに整理している31）。
　1）　原材料の充分な供給とそれに関する記録とが、経営者によって望まれた。
　2）従業員に多額の賃金支払をおこなうので、賃金台帳の不正または誤りを少なくするような制度
　　が必要となった。
　3）以前より高価な設備を擁するに至り、その陳腐化のために、減価償却の問題がはるかにもっと
　　重要になった。
　4）激しい競争が一般的になりはじめたので、経営者たちが不況の時期にどの程度まで価格を切り
　　下げることができるか、しかもなおどの程度まで「素価」を回収することができるかを知ること
　　が重要になった。
　5）製品がいくつかの工程間を移動していくのを注視することが必要であり、また原価を期間ごと
　　に比較することが必要になった。
　ガーナーは鋳造工場をモデルに上述の5つの工場システム下で発生した会計問題を列挙したのであ
った。これらの問題は19世紀のすべての工場経営者が共通して直面した問題であったであろう。事
実、ガーク、フェルズの「工場会計」においても、上記5つの問題に対する解答が試みられているの
ではないか。この意味で、ガーナーの指摘は的確なものであると言える。
　さて、冒頭において若干触れたが、パタスバイの著作との比較で、ガーク、フェルズの「工場会
計」の特微を考察してみたい。
　まず、原価帳簿と商業帳簿との関連性についてであるが、「工場会計」にはこの2つの帳簿の間に
勘定上の連絡が論じられている。だが、バタスバイの著作においては、期間損益計算に用いる帳簿
（商業帳簿）と原価計算に用いる帳簿との間には直接的な関連性は存在していなかった。
　ガーク、フェルズの会計システムでは、原価帳簿における原価集計手続が、商業帳簿上においても
反映されている。そして、原価集計の進行に伴って、商業帳簿において原価要素勘定から製造勘定
へ、製造勘定から製品勘定へと振替えが進められ製品原価が集計されていく32）。こうした二帳簿間を
統合する理由として、彼らは商業会計と工業会計とが相互補完的に機能しなけれぽ、信頼に足る会計
システムは構築できないことを挙げている33）。このような主張は、ガーク、フェルズ以前の会計文献
では決して看取することができなかった先進的な側面である。
　次に、間接費の処理に関連してであるが、この問題は大規模機械を使用することに付随して発生す
る。大規模機械は、ひとたび故障したり、使用不能になると工場運営上大問題となる。したがって、
日頃から機械が使用により磨滅していくという思考（減価）と機械の価値は生産によって製品へ移転
していくという思考（価値移転）に基づいて、機械に関する諸費用の会計処理がおこなわれなけれぽ
ならない34）。ゆえに、減価と価値移転という思考が会計のなかに組入れられ、間接費の処理がおこな
われなければならない。
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　間接費処理の記述については、ガーク、フェルズよりはるかにバタスバイのほうが詳細に説明して
いる。このことから、間接費処理についてはバタスバイのほうが明確であったと批評されがちであ
る。しかし、ガーク、フェルズは「工場会計」の第6章において固定資本（Fixed　Capital）という
題名でそれに関するさまざまな問題を論じている35）。したがって、そうした批判は的確であるとは言
えない。考えられる要素としてはガーク、フェルズの対象とした工場は労働集約的な性格が強く、さ
ほど機械への依存度が高くなかったことが挙げられる。それで、間接費処理を重要視しなかったのか
もしれない。
　最後に、原価概念についてであるが、バタスバイとガーク、フェルズを比較してみた時、後者のほ
うがより明確であった。例えぽ、バタスバイは素価を「純素価」と「総素価」’という二様の意味で用
いていたが、ガーク、フェルズは素価を「すべての直接費要素である36）」と定義している。また、バ
タスバイの原価概念では製造に直接にかかわった間接費を直接費と呼んでおり、今日の概念と照らし
合わせると齪賠を生ずる。この点、ガLク、フェルズの原価概念は極めて簡明である。また、彼らの
原価概念には変動的な原価と固定的な原価との区別がある。彼らによれぽ、事務所費、資本利子が固
定的な原価要素に相当する。さらに、彼らはこうした原価要素が企業の営業量には何ら関連性をもた
ないという理由で原価性を認めていない。これは今日の直接原価計算の思考と同一視される。しか
し、彼らの原価分類の基準はあくまでも製品とくに製造に直接的にかかわり合いがあるか否かであ
る。そして、事務所費や資本利子は製造にかかわり合いがなく、さらに固定的であるので原価性を認
めていないのである。このことから、ガーク、フェルズの思考を直接原価計算思考と同一視すること
には少々無理があるのではないだろうか。
　以上、本考察から導出できるガーク、フェルズの「工場会計」の特徴は次の諸点に要約できる。
　1）彼らの論じている帳簿組織はきわめて機能的であり、今日のそれにかなり近い。
　2）　期間損益計算と原価計算を有機的に統合することを論じている。
　3＞原価概念のなかに直接費、間接費という区分に付随して、変動的か固定的かという区分も不完
　　全ながら論じている。
　ガーク、フェルズの著作には、以前まで見ることができなかった上述のような特徴が認められる。
だが、当時（19世紀後半）この著作の評価はあまり高くはなかった。例えば、エドワーズ（R．S．
Edwards）は次のようにアカウンタント誌（The　Accountant）の書評を紹介している37）。
　　「この著作は実践的というよりむしろ、理論的であり、経済学的な著作としての性格が強く学問
　的かつ複雑である。」
　こうした批判の理由として、当時の工場の多くが「工場会計」において論じられているような進ん
だシステムを受入れる能力がなかったことが挙げられる。さらには、彼らが工場の会計システムを説
明していく際に数値例をほとんど用いていないこともその一因であろう。ともあれ、私たちがガー
ク、フェルズの主張のいくつかを鑑みるとき、「工場会計」はバタスバイの著作に見られた商人簿記
の伝統を払拭した「近代原価計算制度のあけぼの」と称すべき著作である。
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